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子どもの貧困対策等に資する新宿区の事業一覧の見方　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

大項目 中項目 小項目 事業名 事業内容 担当課 妊 乳 小 中 高 青

事業名 事業内容 ○○課

例
１ 教育の
　 支援

1-(1)
「学校」をプラット
フォームとした総合的な
子どもの貧困対策の展開

1-(1)-①
学校教育による学力保障

放課後等学習支援

　授業だけでは学習内容の習得が十分でない児童・生
徒や学習意欲・学習習慣に課題のある児童・生徒など
に対し、放課後等の時間を活用し、一人ひとりの学習
到達状況に応じたきめ細かな指導を実施するため放課
後等学習支援員を配置します。

教育支援課 ○ ○

事業の対象となる年齢区分に

○をつけています。

妊・・・妊娠期

乳・・・乳幼児期

小・・・小学生

中・・・中学生

高・・・～18歳未満

（高校生等）

青・・・青年期

（18歳～）

「子供の貧困対策に関する大綱」 第4 指標の改善に向けた

当面の重点施策（10ページ～21ページ）の項目に対応して

います。



＜新規事業＞　２事業

大項目 中項目 小項目 事業名 事業内容 担当課 妊 乳 小 中 高 青

２　生活の
　　支援

2-(6)
その他の生活支援

2-(6)-②
住宅支援

４－１
多世代・次世代育成居住
支援
「多世代近居同居助成」

　子世帯とその親世帯が、区内で新たに近居・同居を
開始する際の、初期費用の一部を助成します。

住宅課 〇 〇 〇 〇

２　生活の
　　支援

2-(6)
その他の生活支援

2-(6)-②
住宅支援

４－４
多世代・次世代育成居住
支援
「次世代育成転居助成」

　義務教育修了前の児童を扶養している子育て世帯
が、区内民間賃貸住宅に住み替えをする際、移転費用
及び上昇分家賃差額の一部を最長２年間助成します。

住宅課 〇 〇 〇 〇
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＜拡充事業＞　４事業 ※下線部が拡充箇所

大項目 中項目 小項目 事業名 事業内容 担当課 妊 乳 小 中 高 青

２　生活の
　　支援

2-(1)
保護者の生活支援

2-(1)-②
保育等の確保

３－３－①
学童クラブの充実

　通常時の平日午後6時以降や小学校の長期休業中の午前
9時以前の保育需要に応えるため、区立学童クラブ全所で
児童指導業務委託を導入し、延長利用を実施します。
※３１年度に中町学童クラブを移転し、細工町学童クラ
ブと改称し、定員を40人から100人に拡充します。

子ども総合
センター

〇

２　生活の
　　支援

2-(1)
保護者の生活支援

2-(1)-②
保育等の確保

３－３－②
放課後子どもひろばの
拡充

　余裕教室等学校施設を活用して、放課後に子どもたち
が自由に集い、遊び、考え、子ども同士が交流できる遊
びと学びの場として、「放課後子どもひろば」を小学校
で実施しています。24所の放課後子どもひろばでは、学
童クラブの利用要件のある児童を対象に、出欠管理や時
間延長等の機能を付加して実施しています。

子ども総合
センター

〇

２　生活の
　　支援

2-(1)
保護者の生活支援

2-(1)-③
保護者の健康確保

3－1－①
育児支援家庭訪問事業
（産前産後支援）

家庭訪問・育児援助・家事援助等を組み合わせ、産前産
後支援を行います。
※３１年度から「産後支援」を「産前産後支援」とし、
妊娠期から利用できるようにします。

子ども総合
センター

○ ○

２　生活の
　　支援

2-(1)
保護者の生活支援

その他
１－１－②
育児支援家庭訪問事業
（養育支援）

特に養育に支障があると区が認めた家庭や特定妊婦に対
し、専門的な支援員を派遣することにより、養育環境の
改善や養育力の向上による児童の健全な成長と、虐待防
止を図ります。
※31年度から短時間対応型を加えます。

子ども総合
センター

○ ○ ○ ○
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＜変更事業＞　なし

＜終了事業＞　１事業

大項目 中項目 小項目 事業名 事業内容 担当課 妊 乳 小 中 高 青

2　生活の
      支援

2-(6)
その他の生活支援

2-(6)-②
住宅支援

４－４
子育てファミリー世帯居
住支援

[転入助成]：義務教育修了前の子どもを扶養する世帯が、
区外から区内の民間住宅に住み替える場合に、引越しに
かかる費用と賃貸借契約に係る費用を助成します。
[転居助成]：区内に居住する義務教育修了前の子どもを扶
養する世帯が、子の出生や成長に伴い区内の他の民間賃
貸住宅に住み替える場合に、引越しに係る費用と転居前
後の家賃の差額を2年間助成します。

住宅課 ○ ○ ○
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